
- 1 -

主 文

被告人を懲役２年に処する。

未決勾留日数中１３０日をその刑に算入する。

訴訟費用は被告人の負担とする。

理 由

（罪となるべき事実）

被告人は，かつてＡ１株式会社に在籍し，Ａ２株式会社に出向して勤務し，その

後有限会社Ｂ（以下「Ｂ」という ）取締役社長となったものであるが，株式会社。

Ａ３が，同社の見掛け上の売上高を増加させるなどの目的で，同社やＡ１を含めた

複数の協力会社との間で架空の商品売買契約を締結し，その代金決済名下に資金を

（ 「 」 。） ，受け渡して循環させる取引 以下 循環取引 という を計画・実行するに際し

株式会社Ａ３代表取締役Ｃから，協力会社の選定，協力会社が取得し，株式会社Ａ

３が最終的に負担することになる取引利益名目の手数料の決定，協力会社に対する

代金決済時期等の連絡，調整を行う事務を委託され，株式会社Ａ３が最終的に負担

する協力会社に対する上記の手数料の決定等を厳格にし，株式会社Ａ３にこれを過

大に負担させるなどして不要な支出をさせないよう誠実に事務処理を行うべき任務

を有していたところ，上記Ｃからの委託に基づく任務に背き，自己の利益を図る目

的で，平成１５年３月ころ，循環取引外の取引として，株式会社Ａ４を買い主，Ｂ

を売り主とする代金８００１万円の架空の商品売買契約を作出し，同金額を株式会

社Ａ３が最終的に負担することになる協力会社に対する手数料分に潜ませ，Ａ４，

株式会社Ａ５ら協力会社を介して，株式会社Ａ３に対し，上記８００１万円を上乗

せした合計６億７９０８万７５００円を循環取引に係る売買代金名下に過大請求し

， ，た上 株式会社Ａ３の循環取引上の直接の資金移動先であるＡ５担当社員らをして

同年５月１５日及び６月１２日の合計２回にわたり，株式会社Ａ６銀行ａ支店に開

設されたＡ７株式会社名義の当座預金口座に合計５億６３８５万円，同日，株式会
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社Ａ８銀行ｂ支店に開設されたＡ４名義の普通預金口座に１億４７３万６９７５円

を，それぞれ売買代金名下に先に振込入金させて，株式会社Ａ３に上記過大請求分

８００１万円を含めた合計６億７９０８万７５００円の債務を負担させ，その後，

同月１９日，Ａ４代表取締役Ｄらをして，売買代金名下に８００１万円を同口座か

ら東京都港区株式会社Ａ９銀行ｃ支店に開設されたＢ名義の普通預金口座に振込入

金させ，同額を不正に利得するとともに，株式会社Ａ３に同額の損害を加えたもの

である。

（証拠の標目） 省略

（主位的訴因を排斥し，予備的訴因を認定した理由）

第１ 当事者の主張等

検察官は，主位的訴因として 「被告人は，かつてＡ１株式会社に勤務し，，

その後有限会社Ｂ取締役社長となったものであるが，被告人において，株式会

社Ａ３代表取締役Ｃがいわゆる循環取引と称される架空売上及び架空仕入によ

る架空取引を敢行した際，同人から依頼を受けて，その取引先の選定及び取引

手数料の額の指定等を行い，その架空仕入代金として株式会社Ａ３等から出金

された資金につき，中間に介在した取引業者の手数料を控除した後，同社に対

する売上として戻入すべき業務に従事していたところ，上記循環取引に係る株

式会社Ａ３の資金を着服しようと企て，平成１５年６月１９日，東京都豊島区

株式会社Ａ８銀行ｂ支店の上記取引のために用いられていた株式会社Ａ４名義

の普通預金口座において，株式会社Ａ３の資金８００１万円を同社のために業

務上預かり保管中，上記株式会社Ａ４代表取締役Ｄらに指示し，同日これを東

京都港区株式会社Ａ９銀行ｃ支店における上記有限会社Ｂ名義の普通預金口座

に振り込ませ，もって上記各金員を着服して横領したものである 」という内。

容の業務上横領罪の成立を主張する。そして，仮に業務上横領罪が成立しない

としても，上記罪となるべき事実記載の事実と概ね同旨の予備的に追加された

公訴事実により背任罪が成立すると主張する。
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， ， ，他方 弁護人は 金銭の流れ等に関する事実関係は基本的に争わないものの

業務上横領罪の訴因について，資金占有の事実が認められないことなどから，

業務上横領罪は成立せず，また，背任の訴因については，判示のような任務を

負っていた事実がなく，したがって任務に違背した事実もないなどとして，背

任罪の成立を否定し，さらに，本件取引に関しては，手数料を約２５パーセン

トないし３０パーセントとすることについて，Ｃの了解を得ており，その範囲

内での取引であったとなどと主張し，被告人も公判廷においてほぼこれに沿う

供述をしている。

当裁判所は，被告人には業務上横領罪は成立せず，背任罪が成立すると判断

したので，以下その理由を補足して説明する。

第２ 当裁判所が認定した事実

関係証拠によれば，次の各事実が認められる。

１ 株式会社Ａ３について

株式会社Ａ３は，平成１３年６月２７日に株式会社Ａ１０から商号変更し，

コンピューター及びその周辺機器の販売・レンタル業務等を目的とする会社で

あり，代表取締役はＣである。

２ 被告人について

被告人は，昭和５７年４月，当時のＡ１１株式会社に入社し，その後，約１

０年間にわたり経理職として稼働していた。同社はその後，社名をＡ１に変更

， ， ，した 被告人は 平成１４年４月に同社の子会社であるＡ２株式会社に出向し

財務経理部長の職に就いたが，平成１５年３月に同社を退社した。

被告人は，Ａ２で稼働するかたわら，平成１４年７月にＥとともに有限会社

（ 「 」 。 「 」Ｆ 平成１５年４月に 有限会社Ｂ に名称変更 以下名称変更前も含めて Ｂ

という ）を設立し，取締役社長に就任して経営に当たっていたが，平成１６。

年１０月同社を退社した。

３ 株式会社Ａ３が循環取引を行うようになった経緯等
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( ) Ｃは，平成６，７年ころ，当時Ａ１の従業員であったＥと知り合い，株1

式会社Ａ１０（変更後株式会社Ａ３。以下商号変更前も含めて「Ａ３」とい

う ）とＡ１との取引を行いたいと考え，ＥらＡ１の営業担当従業員を度々。

接待したほか，Ｅの個人的負債を負担するなどした。しかし，実質的な取引

はそれほど増えず，Ａ３とＡ１との間の取引は，少額の取引が数回行われた

にとどまった。

( ) 平成９年初めころ，Ｃは，Ｅから持ちかけられ，Ａ１を含む２社間の取2

引の間にＡ３が入り，伝票を操作するだけで，Ａ３が手数料収入を得ること

ができる取引を行った（なお，商品が実在することを前提に，既に合意され

ている２社間の取引の間に別会社が入り，間に入った会社は，仕入れ，販売

について伝票のやり取りをするものの，実在する商品の移動には関与せず，

特段の付加価値を有する活動をしない取引形態を以下「スルー取引」とい

う 。。）

その後も，Ａ３は，Ａ１との間で，介在会社との伝票を操作するだけのス

ルー取引様の取引を行っていた。この中には，Ａ３が手数料を負担すること

で，損をすることになるものもあったが，Ｃは，Ａ３のＡ１に対する売り上

げを上げることで，信用を得る目的で取引に応じていた。

このような取引を数回行う中，Ｃが介在会社であったＧの担当従業員と話

をした際，Ａ３がＧから仕入れてＡ１に販売した商品を，Ａ１がＧに販売し

ていたことが明らかになり，Ｃは，当該取引について，商品が実在せず各取

引が環状につながっているのではないかと疑いをもち，Ｅにその旨確認した

ところ，Ｅから，各取引が環状に循環していること，１社だけ損をすること

となり，それが今回Ａ３であったこと，そのうちプラスになる取引もできる

などという説明を受けた。

( ) Ｃは，循環取引を行うことでＡ３の見かけ上の売上額を上げ，多くの有3

力企業と取引実績があると見せかけることにより，株式上場を果たして株式



- 5 -

発行による資金調達を行うことや，銀行に対する信用を得ることを考えると

ともに，仕入先に対する支払日と販売先からの入金日をずらして設定するこ

とで，入金日から支払日までの間，入金された金銭を運転資金として用いる

ことができるなどのメリットがあることから，Ａ３が手数料を負担すること

もやむを得ないと考え，循環取引を繰り返し行っていた。

( ) Ａ３がＡ１との間で行っていた循環取引の方法は概ね，以下のとおりで4

ある。

， ， ，Ｃは Ａ３従業員のＨに対し 前月の取引先からの請求書を示すなどして

その支払い金額に見合う循環取引を行うように指示をし，Ｈは，その請求書

に対応する形でＡ３への入金額，入金時期を設定し，Ａ１従業員でＥの部下

であったＩらに，循環取引に参加する協力会社の選定等を依頼する。Ｉらは

Ｅの了解を得て，協力会社の担当者に話を持ちかけ，順次売買契約を設定す

る（なお，Ａ３側で一部の協力会社を選定することもあった 。協力会社。）

の手数料額の設定もＥらに委ねられていたが，Ｃは，Ｅに対して，最終的に

Ａ３が負担する手数料の額をできるだけ低く抑えるように依頼していた。

， ， ，( ) 被告人は Ａ１に在職していた平成９年ころ Ｅの紹介でＣと知り合い5

Ａ１との取引を望んでいた同人から度々接待を受けたり小遣いを受け取るな

ど，親しい間柄となっていたところ，平成十二，三年ころ，Ｅから，Ａ３が

絡んだ循環取引の方法を聞き，ＥやＣから依頼され，Ａ１の経理担当者とし

ての地位を利用して，取引の代金支払い日を早めにしたり，Ａ１が資金の出

発点となるよう便宜を図るなど，循環取引に関与していた。

( ) 被告人は，Ａ２への出向後である平成１４年９月ころ，Ａ２の売り上げ6

が目標額に達していないことを経営会議などで知り，自分の発案による取引

で目標額に到達させようと考え，循環取引をＣに持ちかけた。Ｃは，この取

引を実行するに当たり，被告人に対し，循環取引を設定するに際しては，協

力会社に支払う手数料を安く抑えるように依頼した上，協力会社の選定，手
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数料金額の決定，資金移動の指示を被告人に任せ，被告人もＣの依頼を認識

していた。そして，被告人は，これを受けて，Ａ２の社長らに対しては，ス

ルー取引案件であると装って，その了解を得た上，Ａ２の営業担当従業員に

協力会社の選定，手数料額の交渉などを行わせ，これをＨを介してＣに報告

していた。

このようなＡ２の関係した循環取引は数回にわたって行われたが，それ以

降は，資金繰りに窮するなどしていたＣから被告人に循環取引の設定の依頼

がなされるようになっていた。

４ 本件公訴事実に係る循環取引（以下「本件循環取引」という ）に至る経緯。

及び取引内容について

( ) 被告人は，平成１４年秋ころ，Ｅから，ＣらＡ３関係者が協力会社に直1

接問い合わせ等をしておらず，Ａ３に入金される金額と同社が支払うべき金

額の差額が全て協力会社への手数料になっているかどうかをＡ３関係者が確

認できないことを奇貨として，Ａ１を最初に売買代金を支払う会社とする循

環取引について，Ｃに無断で循環取引から分岐する架空の取引を付け加え，

循環取引に係る資金の一部をそこに流すことで，資金の一部を不正に入手す

る計画を持ちかけられ，これに参加した。被告人は，この時の取引で，株式

会社Ａ４名義の銀行口座に約２０００万円を振込送金した後，同社代表取締

役Ｄから約１２００万円を受領し，Ｅとこれを分配取得した。

( ) 被告人は，Ｅらと共に，平成１４年７月にＢを設立し，同年１１月ころ2

クラブＪを開店したが，平成１５年１月には資金繰りも苦しい状態となり，

被告人は同年２月ころ，Ｂ及びＪのオーナーないしスポンサーのように振る

舞っていたＣにそれらの運転資金を出して欲しいと再三頼んだが，Ｃは，十

分な資金を出してくれなかった。しかも，被告人は，同年３月にはＡ２を退

社して，Ｊやその後開店する予定のレストランＫの経営に専念することして

いたが，十分な資金的な裏付けもない状態となってしまった。他方，上記の
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ように，同年２月ころ，Ａ２では，同年３月期の売上が目標に達しなかった

が切っ掛けとなって，Ａ２とＡ３との間の取引を行う話が出たことから，被

告人は，自分の生活費やＪの運転資金に当てるために，自己が企画するＡ２

を資金提供会社とする循環取引から，上記と同様の方法で資金の一部を抜き

出して不正に取得することを計画した。

そこで，被告人は，Ｃに連絡をとり，当時，Ａ３の運営資金のために循環

取引を必要としていたＣから，循環取引の設定を依頼され，循環取引である

ことが明らかになればＡ２の了承を得られないことを認識していたため，Ａ

２の代表取締役社長であるＬらにはスルー取引と装って取引実行の了承をと

り，Ａ２の営業社員などを使って循環取引の設定に着手した。そして，被告

人は，Ａ１社員Ｍに対して，Ａ１が最初に商品代金を支払う形で本件循環取

引に参加することを持ちかけ，同人を介して本件循環取引の設定を行い，さ

らに同人においてはＡ７に当初の代金を支払う形での参加を持ちかけるなど

し，被告人もＡ５の らに虚偽の説明をするなどして，循環取引から分岐N

し，株式会社Ａ４を経てＢに資金が流れる取引を設定した。ところが，Ａ２

においては他の取引案件により売上目標額が達成される見通しとなったこと

から，途中で本件循環取引に参加しないことになったが，本件循環取引自体

については，被告人が上記のように関与する状況の下で，Ｃと連絡を取るな

どして設定した。

各社間の金銭の流れは以下のとおりである。

( ) Ａ３とＡ５との間で，甲商品，乙商品について，３月２０日付御見積書3

（以下，( )まで，月日のみで日付を表示する場合は平成１５年の日付を意11

味する ，同日付注文書，３月３１日付納品書，同日付請求書，同日付受。）

領書がそれぞれ交わされ，５月１２日に，Ａ３から株式会社Ａ９銀行ｄ支店

のＡ５名義の預金口座に，６７９０万８７５０円が，６月９日に１億円が振

込等により支払われ，７月３１日に２０００万円が，８月８日に３００万円
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が現金で支払われた（別紙番号①のとおり 。なお，請求額のうちの残額４）

億８８１７万８７５０円については，Ａ３の資金繰りの悪化により支払い未

， ， ，了となったが Ａ５がＡ３に対し売買代金請求訴訟を提起し １２月２５日

請求を認容する判決が言い渡され，平成１６年１月２０日判決が確定してい

る。

( ) Ａ５と株式会社Ａ７との間で，上記甲商品について，３月１４日付御見4

積書，３月２０日付注文書，３月１４日付請求書２通，納品書（日付記載な

し）がそれぞれ交わされたが，( )のとおり，Ａ３からの入金が遅延したこ5

とから，両社間で支払日を変更する旨の合意がなされ，５月１５日にＡ５か

らＡ６銀行ａ支店のＡ７名義の当座預金口座に５６３８万５０００円が，６

月１２日に５億７４６万５０００円が入金された（別紙番号②のとおり 。）

( ) Ａ７とＡ１２株式会社との間で，上記甲商品について，３月２０日付見5

積書，３月２７日付注文書，同日付請求書，３月３１日付受領書がそれぞれ

交わされ，４月３０日，Ａ７からＡ６銀行ｅ支店のＡ１２名義の預金口座に

５億６２７９万９１６０円が入金された（別紙番号③のとおり 。）

( ) Ａ１２とＡ１３株式会社との間で，甲商品について，３月２０日付御見6

積書，３月３１日付納品書，同日付受領確認書がそれぞれ交わされ，４月３

０日Ａ１２からＡ１３名義の銀行口座に５億６１７５万円が入金された（別

紙番号④のとおり 。）

( ) Ａ１３とＡ１との間で，甲商品について，３月２０日付御見積書，３月7

３１日付納品書，３月２７日付成約報告書，同日付受領書がそれぞれ交わさ

れ，４月３０日Ａ１３からＡ６銀行ｆ支店Ａ１名義の普通預金口座に５億６

０７０万円が入金された（別紙番号⑤のとおり 。）

( ) Ａ１株式会社とＡ１４株式会社との間で，甲商品について，３月１９日8

付御見積書，３月２８日付注文書，３月３１日付請求書等がそれぞれ交わさ

れ，４月３０日，Ａ１からＡ１５銀行ｇ支店Ａ１４名義の当座預金口座に５
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億３４９１万２０００円が入金された（別紙図表番号⑥のとおり 。）

( ) Ａ１４株式会社とＡ３との間で，甲商品について，３月１４日付御見積9

書，注文書（日付記載なし ，３月３１日付請求書，同日付納品書がそれぞ）

れ交わされ，４月３０日Ａ１４からＡ１６銀行ｈ支店のＡ３名義の預金口座

に５億３３８６万２０００円が入金された（別紙番号⑦のとおり 。）

， ， ，( ) Ａ５と株式会社Ａ４との間で 乙商品について ２月１０日付御見積書10

３月２０日付注文書，３月３１日付請求書，同日付納品書，同日付受入検査

合格証がそれぞれ交わされ，６月１２日Ａ５からＡ８銀行ｂ支店の株式会社

Ａ４名義の普通預金口座に１億４７３万６９７５円が入金された（別紙番号

⑧のとおり 。）

， ， ， ，なお Ａ５は同日 ５億７４６万５０００円を同口座に振込入金し 同日

Ａ４がＡ８銀行ｉ支店のＡ５名義の当座預金口座に４億２７２万７５００円

， ， ，を振込入金しているが これは Ａ５が過誤払いしたものを返還したもので

その差額から振込手数料５２５円を控除した金額が上記金額になる。

( ) ＢとＡ４の間で，請求書等が交わされ，Ａ４は６月１９日８００１万を11

（ ）。Ａ９銀行ｃ支店のＢ名義の普通預金口座に入金した 別紙番号⑨のとおり

第３ 業務上横領罪の成否について

１ 以上の事実関係を前提に，被告人に業務上横領罪が成立するか検討する。

業務上横領罪は「自己の占有する他人の物」を客体とする罪であるから，株

式会社Ａ８銀行ｂ支店に開設された株式会社Ａ４名義の預金口座にある８００

１万円について，被告人に占有が認められるかをまず検討する。

２ 業務上横領罪にいう占有とは，事実的な支配のみならず法律的支配も含むと

解され，占有の有無については，具体的事実関係をもとに被告人において対象

となる物を自由に処分することが事実上可能な地位を有していたかどうかとい

う見地から判断すべきである。

そこで検討するに，Ａ８銀行ｂ支店の株式会社Ａ４名義の預金口座にある金
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銭については，当該銀行のほか，当該口座を開設して管理している株式会社Ａ

４にも占有が認められるが，被告人らは，株式会社Ａ４から同口座に関する預

金口座に関する預金通帳や印鑑などの交付を受けておらず，代理権等，預金口

座にある金銭に関与する権限も何ら授権されていない。また，被告人は，株式

会社Ａ４の会社としての業務の意思決定にも何ら関与していないことも明らか

である。

ところで，検察官は，上記事情を前提としながら，被告人が，情を知らない

Ａ２代表取締役Ｌらをして，協力会社の担当者に対し，循環取引に係る資金に

ついて，被告人の指定時期に指定口座に入金することを指示させてこれに従わ

せており，協力会社にはあらかじめ定められた手数料を差し引く以外に当該資

金を自由に処分することを一切認めておらず，協力会社の入出金が遅れたとき

は，被告人自ら各社の担当者に連絡して調整を図るなどして資金移動を管理し

ていたという実態，及びＣらは，Ａ３の銀行預金口座に関する入出金時期・金

額及び協力会社に対する手数料総額等を把握しているだけで，直接協力会社担

当者に連絡を取ることもなく，資金に関する管理を被告人にほぼ全面的に委ね

ているという実態に照らし，循環取引に係る資金は，協力会社名義の預金口座

にあったとしても，被告人が協力会社（担当者）を補助者として管理・占有し

ていたと見るべきである旨主張する。

なるほど，被告人は，Ａ２の営業社員などを介して協力会社の決定（なお，

一部他の関係会社が循環取引に参加させた企業もあった ，手数料額の決定，。）

入金時期等について決定し，協力会社等に連絡していた。そして，他方，協力

会社は，検察官の主張するように，本件循環取引による商品の売買代金として

入金を受けた金額から手数料として定められた金額を差し引いた残額を指定さ

れた期日に支払代金として送金すべきとして合意しているのであるから，実質

的には支払代金分の金額については，自社との関係で売主となる会社に送金す

るために預かっているものに過ぎず，ひいては，そのような関係が連環する循
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環取引についての作成・調整を行っていた被告人において，各協力会社が代金

として受け取った資金について保管を委ねたという見方も一応考え得る。

しかし，各協力会社は，売主となる会社及び買主となる会社との取引の可否

について，各協力会社の社内決裁によって決定した上，各協力会社の意思に基

づいて売買契約を締結し，各協力会社はその売買契約に基づいて金銭を移動さ

せているものであること，被告人は協力会社の営業担当者に対しては，一定の

働きかけができたとしても，契約の可否，支払条件の変更など，各協力会社の

， ，意思決定については それら担当者を通じて働きかけることができたに過ぎず

各協力会社は被告人などが持ちかけ設定した合意に基づく金銭の移動を行って

はいたものの，それは，各協力会社の判断による相手方会社との契約に基づく

ものであり，被告人が金銭の移動を管理し，その金銭を自由に処分することが

事実上可能であったと評価することはできない。

３ 以上のように，本件において，被告人が株式会社Ａ４名義の預金口座内にあ

った金８００１万円を占有していたとはいえないから，その余の点について判

断するまでもなく被告人には業務上横領罪は成立しない。

第４ 背任罪の成否について

１ Ａ３からの事務処理委託の有無及び委託内容について

( ) 本件循環取引はＡ２において，平成１５年３月期の売上が目標額に達し1

， ，なかったことを切っ掛けに被告人が企画し始めたとはいうものの 被告人が

Ｃに循環取引をもちかけたところ，資金繰り等に窮していたＣがこれに同意

し，Ｈに被告人との交渉を任せ，一方，被告人は，スルー取引と装ってＡ２

代表取締役社長のＬの了解をとり付けた上，同社の営業担当従業員などに指

示し，協力会社の選定や，手数料額の決定などの作業を進めさせたものであ

る。

弁護人は，本件循環取引の設定は，Ｃから被告人に対し依頼があったもの

ではなく，被告人はあくまでもＡ２の利益を図るために行ったものであり，
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ＣやＡ３のために行ったものではないと主張する。

しかし，従前のＡ３とＡ１との循環取引においても，Ｅが循環取引の設定

を持ちかけると，Ｃはその設定に合意した後は，設定内容の詳細にはほとん

ど関わらず，自社のＨ，Ａ１のＥ及びその営業担当従業員らに循環取引の設

定などを任せており，被告人もＥらと共にかかる従前の取引に関わって事情

を知っていた。そして，被告人がＡ２に移った後に，Ａ２とＡ３との循環取

引が数度行われ，具体的な取引の設定等については，Ｈ及びＡ２の営業担当

者らに任されていた。このような被告人の本件犯行以前の循環取引への関与

状況，被告人とＣとの関係に鑑みると，被告人がＣに循環取引を設定するこ

とを伝えて，Ｃがこれを了解し，循環取引を設定する旨の合意が成立しただ

， ，けで Ｃは循環取引の具体的な内容について被告人に決定することを委任し

子細についてはＨ及びＡ２の営業担当者らに設定させることを了解する趣旨

であったと認められ，被告人の捜査官に対する供述調書及び公判廷における

供述によれば，被告人もＣから協力会社の選定や手数料の決定など具体的な

内容を決定することを依頼されていることを十分認識していたことが明らか

である。

( ) そして，上記のとおり，本件以前の被告人が関わった循環取引において2

も，その循環取引により，Ａ３に利益があることから，ＣはＥらに循環取引

の設定を依頼していたもので，被告人もそれを認識していたものと認められ

る。しかも，本件循環取引においては，被告人が間もなくＡ２を退社すると

決まったころから，取引の交渉が始まっていること，Ａ２の関係者はいずれ

も本件がスルー取引であると認識しており，被告人は，被告人が循環取引で

あることを告げれば上記Ｌらに本件循環取引を行うことが承認されないこと

を認識していたことから，Ａ２の関係者に循環取引であることを秘して，ス

ルー取引であるように装って本件循環取引の設定を行っていたこと，被告人

がそもそも循環取引を行おうと考えた動機が自己が自由にできる金銭を入手
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することであったことなどからすると，被告人が本件循環取引を設定するに

ついて，Ａ２の従業員としての業務として行っていたという要素は非常に希

薄であると言わざるを得ない。

( ) 上記のように被告人は，ＣからＡ３のために，協力会社の選定，入金時3

期の指定，協力会社に支払う手数料の決定等の循環取引の設定などを依頼さ

れていたものであるが，被告人は本件循環取引以前においても，Ａ２の財務

経理部長の地位にあり，それらの循環取引では具体的手数料額の決定や，金

銭の移動日については，概ねＡ２の営業担当従業員らに任せていた。

しかし，被告人は本件においては，一部の協力会社の選定を自ら行い，Ａ

５の担当従業員であった に対して本件循環取引の取引の流れについてのN

， ， ，説明や同社の前後の取引相手 金額 条件などを説明あるいは指示しており

同人は本件循環取引について他の関係者と連絡を取ったりしているものの，

被告人をこの循環取引の責任者として認識していたこと，Ａ１の担当社員で

あったＭについても被告人から直接本件取引を持ちかけられ，代金額，支払

期日などについて被告人から指示を受けていること，そして，分岐取引に関

係したＡ４のＤについては，被告人から直接連絡を受けて入金額等について

取り決めていることからすると，一部の協力会社について被告人が直接交渉

しておらず，その交渉をスルー取引と認識していたＡ２の営業社員や他の関

係者がおこなっていたとしても，被告人の関与がなければ本件循環取引は成

立し得なかったものであるといえる。

( ) 以上のような事情からすると，被告人はＣからＡ３のために委託を受け4

て本件循環取引を設定すること，すなわち協力会社の選定，協力会社に支払

う手数料の決定，代金決済時期等の連絡調整を行う事務を委託されていたも

のということができる。

２ 被告人の任務違背の有無について

Ｃの公判供述によれば，同人はＡ３がＡ２と循環取引を始めたころから，Ａ
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３が協力会社に支払う手数料をできるだけ低く抑えるように度々求めていたこ

とが認められ，Ａ３が循環取引を行う意図，目的に照らしても，被告人がＡ３

との間で循環取引を設定することを委託された際に，協力会社に支払う手数料

の決定などを厳格にし，Ａ３に過大な負担をさせたり，不要な支出をさせない

よう誠実に事務処理を行う任務を有していたことは十分に認められるところで

ある。ところが，被告人は，自己の生活費やＪなどの運営資金を得る目的で，

上記のように循環取引の設定に必要のない架空の取引を設定し，８００１万円

を利得しているのであるから，被告人がその任務に違背したことは明らかであ

る。

なお，被告人及び弁護人は，本件循環取引については，Ｃから，手数料額を

２５パーセントないし３０パーセントくらいにすることについて了解を受けて

おり，本件循環取引において，Ａ３が入金額と支払額との差額として負担する

こととなっていた金額は，その範囲内に納まっているので，任務違背はないな

どと主張するが，Ｃはそのような了解の存在を否定する供述をしている上，Ａ

３との取引に関するＡ１の内部調査が行われており，本件前後においてＡ３が

相当高率の手数料を負担する循環取引が行われていたことからすると，一定程

度手数料額が嵩むことについて，Ｃが黙示に容認していた事実を推認しうると

しても，それはあくまで，監査，決済が厳しくなったことから協力会社に支払

う手数料額が嵩まざるを得ないという事情を前提とするものであって，協力会

社に支払われず，被告人が個人的に利得するような金銭の負担を認める趣旨で

ないことは当然である。そして，本件循環取引において，Ａ３が負担するとさ

れた手数料額は，入金額の約２７パーセントであるが，そのうち約１５パーセ

ントは，被告人が分岐取引を通じて個人的に取得し，その分岐取引に協力した

者の手数料が４パーセント以上であり，循環取引における協力会社の手数料額

は８パーセント足らずであって，これらの事実によれば，本件取引がＣの了解

の範囲内であるということはできず，任務に違背していることは明白である。
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３ 結論

以上によれば，被告人は，自己の利益を図り，Ｃから依頼されＡ３に対して

負っていた任務に違背し，８００１万円を利得し，同社に同額の損害を負わせ

たということができるから，背任罪の成立を認めた次第である。

（法令の適用）

， ， ，被告人の判示所為は 刑法２４７条に該当するところ 所定刑中懲役刑を選択し

その所定刑期の範囲内で被告人を懲役２年に処し，同法２１条を適用して未決勾留

日数中１３０日をその刑に算入し，訴訟費用については，刑事訴訟法１８１条１項

本文によりこれを被告人に負担させることとする。

（量刑の理由）

本件は，被告人が自己の利益を図り，Ａ３から委託された任務に違背し，８００

１万円を不正に利得すると共に，同社に同額の損害を加えた背任の事案である。

被告人は，本件前にもＥとともにＡ３の資金を入手するための循環取引の実行に

関係し，金銭を入手していたことから本件犯行を計画し，Ａ１退社後の生活費や経

営していた飲食店の運営費のために，安易に循環取引から不正に多額の資金を取得

しようとしたもので，その犯行動機は利欲的かつ自己中心的なものと言わざるを得

ない。また，その犯行態様は，Ａ３の代表取締役Ｃから循環取引の設定の詳細につ

いて任されていたことを奇貨として，主として自己の勤務する会社の営業担当従業

員などを介して複数の会社の担当者に取引を持ちかけ循環取引を設定するととも

に，自己が管理する会社の口座への資金が流入する分岐取引を作って実行したもの

で，計画的で巧妙かつ悪質なものである。

本件犯行により，Ａ３は８００１万円の損害を被ったのであって，その結果も重

大である。

なお，弁護人は，本件により，不正に取得した資金については，Ｃがオーナーと

して実質的に経営していたのに資金を提供しなかった飲食店などの運転資金に当て

たのであり，犯行動機に酌むべき事情がある旨主張する。
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確かに，Ｃは飲食店を経営するＢの設立及び，その後の店舗の開店に際して多額

の資金を提供し，また，オーナーないしスポンサーのように振る舞うなどしていた

ことはうかがえるが，経営に積極的に関与した事実は認められず，また，飲食店の

実質的経営者が誰であるとにかかわらず，Ｃは，Ａ３の資金を飲食店の運転資金と

することは許していないのであるから，被告人が飲食店の運転資金にあてる目的で

循環取引を設定し，実際にも多くをそれにあてたとしても，本件の違法性，有責性

を減じるものとは言えず，有力会社の経理担当部長にまでなった被告人が，このよ

うな事理を理解していなかったはずはなく，動機に斟酌しうる余地が大きいとは言

えない。

また，被告人は，Ａ３に対して損害を与えたことをかろうじて認めるのみで，不

正に入手した８００１万円についても同社に弁償を一切行っておらず，資力がなく

今後も弁償する見込みは乏しい。

以上からすると被告人の刑事責任は重い。

そうすると，他方で，Ａ３側にも，不明瞭な循環取引の設定を被告人に依頼し不

正な会計処理を行っていた問題がある上，手数料の確認等が杜撰で犯行を誘発した

側面があること，被告人が入手した金銭の多くはＣも深く関係していた飲食店の運

転資金として費消していること，被告人には前科前歴はなく，更生の意欲が認めら

れること，被告人の父親が今後被告人を指導監督していくと述べていることなど，

被告人にとって酌むべき事情も認められるものの，犯行態様の悪質さ及び損害の多

額さに照らすと，刑の執行を猶予することはできず，上記の事情を総合勘案し，主

文の刑を科することとした次第である。

よって，主文のとおり，判決する。

（求刑 懲役３年６月）

平成１８年５月２６日

大阪地方裁判所第４刑事部
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並 木 正 男裁判長裁判官

本 つ と む裁判官 栁

中 陳 睦 子裁判官
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